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指定管理者の管理運営に対する評価シート 

所管課 産業経済局新成長戦略推進部産業政策課

評価対象期間 平成28年4月1日～平成29年3月31日 

１ 指定概要 

施設概要 

名  称 北九州市立商工貿易会館
施設類型 目的・機能

Ⅳ ― ⑧ 

所 在 地 北九州市小倉北区古船場町 1 番 35 号

設置目的

商工業及び貿易に関する相談、情報提供等の事業を行うととも

に、中小企業団体及び貿易関係団体に対し相互の連携を図る場を

提供し、商工業及び貿易の振興を図る。

利用料金制 

非利用料金制 ・ 一部利用料金制 ・ 完全利用料金制 

インセンティブ制 有・無 ペナルティ制  有・無 

指定管理者

名  称 北九州商工会議所

所 在 地 北九州市小倉北区紺屋町13番1号

指定管理業務の内容

１ 施設の維持管理業務 

・清掃、警備、設備等保守・点検、衛生・環境確保等 

２ 施設の利用に関する業務 

・会議室等の使用許可 

（受付、申込受理、備品等の貸し出し） 

・会議室等の使用料の徴収、返還及び市への納付 

・事務室使用料、共益費の市への納入 

・会議室等の利用促進 

・施設利用者及び市との連絡調整 

３ その他管理運営に関する業務 

 ・事業計画書及び収支計画書等の提出 

 ・関係機関との連絡調整 等 

指定期間 平成26年4月1日～平成31年3月31日

所見評価 

様式２ 
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２ 評価結果 

評価項目及び評価のポイント

１ 施設の設置目的の達成（有効性の向上）に関する取組み 

（１）施設の設置目的の達成

① 計画に則って施設の管理運営（指定管理業務）が適切に行われたか。また、施設

を最大限活用して、施設の設置目的に沿った成果を得られているか（目標を達成で

きたか）。

② 利用促進を目的としている施設の場合、施設の利用者の増加や利便性を高めるた

めの取り組みがなされ、その効果があったか。

③ 複数の施設を一括して管理する場合、施設間の有機的な連携が図られ、その効果

が得られているか。

④ 施設の設置目的に応じた効果的な営業・広報活動がなされ、その効果があったか。

［所 見］ 

① 定期的にテナント間の意見交換の場を設けるなど、「相互連携の場を提供し、商工業

の振興を図る」という設置目的は達成できている。 

指定管理者である北九州商工会議所が毎月 1 回発行する機関紙やメルマガ及びホー

ムページにより広報活動を行っている。また、商工会議所が各経済団体や市内商店街

組織などと協力して商工業、観光、貿易、まちづくりなどの各種事業を積極的に展開

し、これらに関係する会議等を商工貿易会館に誘致している。 

その結果、新たに設置した会議室（H27：701、H28：702）を除いた平成28年度の利

用実績は 1,131 件と目標値を若干下回っているものの、全体の会議室利用実績は、目

標値を上回る 1,713 件となっており、指定管理者の広報活動や丁寧な窓口対応の結果

と評価できる。

会議室の利用件数 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

目標（申込件数ベース） 760件

目標（利用件数ベース） 1,100件 1,150件 1,200件

実績（申込件数ベース） 797件 830件 1,055件 1,157件

実績（利用件数ベース） 1,118件 1,095件 1,409件 1,713件

達成率 104.9％ 99.5％ 122.5％ 142.8％

※平成26年度より目標数値の設定を利用件数ベースに変更。 

※利用件数が申込件数を上回るのは、1件の申込みで複数回利用することもあるため。

② 1 階エントランスでは、テーブル、チェア、観葉植物を設置するなど、玄関周辺の

共用スペースの快適な空間が維持されている。また、無料でインターネットに接続可

能なＷｉ-Ｆｉサービスも継続しており、テナント入居者等からも好評を得ている。

③ 広報活動については、 

１）商工会議所の会員（約8,300）に毎月発行する機関紙への利用案内掲載。 

 ２）講習会・セミナー開催時に商工貿易会館のPRチラシ配布。 

 ３）商工会議所職員による企業訪問時の会館PRチラシ配布。 
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 ４）商工会議所主催及び共催の講座、セミナー等の商工貿易会館での実施。 

等に取り組んだ。また、ダイレクトメール、2,500 件のメルマガ発行、ホームページ

による広報など、独自の広報ツールを活用し、企業･市民にPR活動を行っている。 

（２）利用者の満足度 

① 利用者アンケート等の結果、施設利用者の満足が得られていると言えるか。

② 利用者の意見を把握し、それらを反映させる取組みがなされたか。

③ 利用者からの苦情に対する対応が十分に行われたか。

④ 利用者への情報提供が十分になされたか。

⑤ その他サービスの質を維持・向上するための具体的な取組みがなされ、その効果

があったか。

［所 見］ 

① 会議室等利用者及び入居テナントへのアンケート結果によると、「商工貿易会館全般

の満足度」に関して「満足以上」と回答した人の割合がそれぞれ83％、98％となって

おり、会館利用者から一定の評価を得ていることが分かる。なお、27年度より評価は

下がっているが、アンケート結果では「トイレが古い」等のやむを得ない理由（指定

管理業務とは別の要因）によるものが含まれている。 

②③⑤ 会館利用者が「不満」と回答したものは、空調や給湯設備、トイレなど施設の

老朽化に伴うものが多い。そうした中で、利用者の意見・要望を汲み取り、Ｗｉ-Ｆｉ

サービスの提供、館内の美化（観葉植物等の設置）、環境衛生（トイレ、エレベータへ

の芳香剤設置）など、細かな点においてもサービス向上に取り組んだことが、「商工貿

易会館全般の満足度」の一定の評価に繋がったものと考える。 

④ 利用者への情報提供については、入居テナントに対して「商工貿易会館だより」の

発行、1 階エントランスホール掲示板へのイベント等の掲載等を行っている。また、

会議室利用者へは、ホームページ上に会議室等の利用状況（会議室写真、レイアウト

図、予約状況）を掲載するなどしている。 

 会議室等利用者 入居テナント 

満足以上 不満以下 満足以上 不満以下 

28年度 83％ 17％ 98％ 2％

27年度 100％ 0％ 100％ 0％

26年度 100％ 0％ 92％ 8％

25年度 98％ 2％ 90％ 10％

24年度 96％ 4％ 64％ 36％

23年度 98％ 2％ 80％ 20％

２ 効率性の向上等に関する取組み 

（１）経費の低減等

① 施設の管理運営（指定管理業務）に関し、経費を効率的に低減するための十分な

取り組みがなされ、その効果があったか。
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② 清掃、警備、設備の保守点検などの業務について指定管理者から再委託が行われ

た場合、それらが適切な水準で行われ、経費が最小限となるよう工夫がなされたか。

③ 経費の効果的・効率的な執行がなされたか。

［所 見］ 

①②③ 指定管理者への支払いは前年度比で微増しているものの、当初の計画どおりの

水準を維持しており、効果的な運営が行われている。光熱水費については、ガス単価が

下がっていることも要因ではあるが、節電、節水等の推進により毎年経費の削減に繋が

っている。

＜指定管理料＞

年度 指定管理料 実費精算委託料 合計 

平成28年度 

（現指定管理者2期目3年度実績）
68,724,000円 68,724,000円

平成27年度 

（現指定管理者2期目2年度実績）
68,708,000円 68,708,000円

平成26年度 

（現指定管理者2期目初年度実績）
68,689,000円 68,689,000円

平成21～25年度平均 

（現指定管理者1期目5ヵ年平均） 
47,160,600円 21,626,509円 68,787,109円

平成18～20年度平均 

（前指定管理者3ヵ年平均） 
51,486,833円 21,473,837円 72,960,670円

平成17年度（指定管理者導入前） 62,362,589円

※平成 25 年度まで水道光熱費・修繕費・備品購入費等の支出は実費精算払いのため指定管理料

に含まれていなかったが、平成26年度からは指定管理料に含めるようになった。

＜光熱水費＞

年度   電気（kw） ガス（ｍ3） 水道（ｍ3） 光熱水費計 

28年度
料金 10,774,573円 4,201,088円 1,884,381円 16,860,042円

使用料 536,133 Kw 44,274㎥ 6,403㎥

27年度
料金 10,650,936円 4,772,555円 1,615,230円 17,038,721円

使用料 513,282Kw 38,544 ㎥ 5,559㎥

26年度
料金 11,392,610円 5,770,899円 1,721,980円 18,885,489円

使用料 537,000 Kw 40,610 ㎥ 5,923㎥

25年度
料金 11,215,801円 5,665,008円 1,839,162円 18,719,971円

使用料 570,948 Kw 43,567 ㎥ 6,429㎥

（２）収入の増加

① 収入を増加するための具体的な取り組みがなされ、その効果があったか。

［所 見］ 

 事務室（テナント）及び会議室等の使用料は前年度より約 957 万円増加している。主

な要因としては、会議室等使用料収入の増加（約 240 万円）であり、指定管理者の広報
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活動や丁寧な窓口対応の結果と評価できる。

＜使用料等収入＞ 

年度 
事務室・会議室等 

使用料 
共益費等 
諸収入 

計 
テナント 
入居面積 

平成28年度 52,597,678円 29,883,596円 82,481,274円 2,437㎡

平成27年度 51,640,347円 31,633,870円 83,274,217円 2,474㎡

平成26年度 47,999,377円 29,832,948円 77,832,325円 2,395㎡

平成25年度 47,355,876円 28,554,245円 75,910,121円 2,518㎡

平成24年度 49,486,986円 27,943,491円 77,430,477円 2,574㎡

平成23年度 47,021,141円 27,177,507円 74,198,648円 2,204㎡

平成22年度 51,081,603円 30,627,575円 81,709,178円 2,577㎡

平成21年度 50,656,916円 33,241,552円 83,898,468円 2,577㎡

３ 公の施設に相応しい適正な管理運営に関する取組み 

（１）施設の管理運営（指定管理業務）の実施状況 

① 施設の管理運営（指定管理業務）にあたる人員の配置が合理的であったか。

② 職員の資質・能力向上を図る取り組みがなされたか（管理コストの水準、研修内

容など）。

③ 地域や関係団体等との連携や協働が図られたか。

［所 見］ 

① 管理室事務員、警備員、建物・機械設備、清掃員のスタッフ毎に勤務のローテーシ

ョンを組んで、適切な配置を行っている。 

② 利用者の要望や苦情には真摯かつ迅速に対応している。年1 回北九州商工会議所が

主催するマナー研修に参加し、職員のマナー向上に努めている。 

また、定期的に設備管理、警備、清掃担当部門と内部会議を行い、施設管理に必要

な専門知識の研鑽に努めている。 

③ テナントの団体とは様々な事業で連携しており、経済団体との今後一層の相互連携

に適している。 

（２）平等利用、安全対策、危機管理体制など

① 施設の利用者の個人情報を保護するための対策が適切に実施されているか。

② 利用者を限定しない施設の場合、利用者が平等に利用できるよう配慮されていた

か。

③ 利用者が限定される施設の場合、利用者の選定が公平で適切に行われていたか。

④ 施設の管理運営（指定管理業務）に係る収支の内容に不適切な点はないか。

⑤ 日常の事故防止などの安全対策が適切に実施されていたか。

⑥ 防犯、防災対策などの危機管理体制が適切であったか。



6

⑦ 事故発生時や非常災害時の対応などが適切であったか。

［所 見］ 

① 個人情報保護に関するマニュアルを定め、「個人情報保護方針」を制定し、個人情報

の保護に細心の注意を払っている。 

② 会議室の受付は先着順としており、公平性は確保されている。また、公益法人とし

ての立場に立脚し公平な管理を行っている。 

④ 業務報告書の内容を精査した結果、適切な収支内容である。 

⑤⑥⑦ 館内に防犯監視カメラを9 台設置し、警備員が毎日定時に6 回巡回を実施する

など防犯に努めている。緊急事態が発生した場合は「危機管理マニュアル」や「北九

州市商工貿易会館消防計画」に基づき対応することとしている。また、11月には火災

予防に係わる研修会を実施するなど、危機管理に関する啓発もなされている。 

【総合評価】

［所 見］ 

・ 会議室等の利用件数（1,713 件）は増加しており、指定管理者の広報活動や丁寧な窓口

対応の結果と評価できる。 

・ 経費については、消灯、節水等の推進により、光熱水費が年々削減されており、節減努

力は評価できる。 

・ アンケート結果については、老朽化した施設に対する設備面での要望は見られるもの

の、「商工貿易会館全般の満足度」に関しては利用者から高い評価を得ている。設備面

の改善については、限られた予算の中で、できるだけ要望に応えることができるよう、

緊急性等を考慮しながら適宜実施しており、その対応は迅速である。 

・ 施設の管理運営に関しては、適正な人員配置により利用者に公平な体制で対応しており

安全面、防災面でも適切な管理体制が整えられている。 

・ 入居テナントとの連携事業も多く、商工業の振興が図られている。 

・ 利用促進・利便性向上については、利用者の視点に立った独自の改善策を市に提案する

など、積極的に取り組んでいる。 

［今後の対応］ 

限られた財源の中で老朽化した施設の改善に努め、最大限利用者の要望に応えていく。

また、会議室利用件数とテナント入居率を高い水準で維持していく。


